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非典型時間帯就労と不健康行動

本稿は，非典型時間帯就労と労働者の不健康行動との関連を実証的に検討する。経済の
サービス化などに伴い，夕方・深夜・早朝など日中時間帯以外に働く労働者は一定数存在
する。既存研究では非典型時間帯就労と健康や家庭生活との関連が指摘されているが，夕
方・深夜・早朝といった就業時間帯の違いに着目して健康リスクに関わる生活習慣との関
連を検討した研究は限られている。本研究では，非典型時間帯就労を夕方勤務（18 時～
22 時），深夜勤務（22 時～5 時），早朝勤務（5 時～8 時）に区分し，クロスセクション
データをもとに，喫煙，飲酒，朝食欠食，睡眠休養感不足に表される不健康行動との関連
を検討した。分析の結果，非典型時間帯就労はいくつかの不健康行動と関連しており，そ
の関連は就業時間帯によって異なることが示された。具体的には，睡眠休養感不足は日中
勤務と比べて，夕方勤務，深夜勤務，早朝勤務のいずれにおいても高い傾向がみられた。
また，朝食欠食は深夜勤務および夕方勤務と関連し，飲酒は早朝勤務と関連していた。一
方，喫煙については，就業時間帯との関連が確認されなかった。これらの結果は，非典型
時間帯就労が生活時間構造や睡眠リズムの変化などを通じて健康関連行動に影響を及ぼし
ている可能性を示唆する。就業時間帯の多様化が進む中，労働者の健康を守るためには，
労働時間の長さだけでなく，勤務時間帯の配置や休息時間の確保といった観点からの労働
時間管理が重要である。
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Ⅰ　は じ め に

　本稿は，時間帯の視点から見た労働者の生活に
ついて考察する。特に，非典型時間帯就労に焦点
を当て，喫煙，飲酒，食事，睡眠といった健康関
連行動との関係について，近年のクロスセクショ
ンデータを用いて実証分析を行う。

　経済のサービス化やグローバル化に伴う産業構
造の変化を背景として，就業時間帯は多様化し 
てきた。月曜から金曜の日中という標準的な時 
間帯以外に働く形態である「非典型時間帯就労

（nonstandard work schedules）」は，現代社会にお
いて一定の規模を占めている。
　我が国の就業時間帯の状況について，総務省統
計局『令和 3 年社会生活基本調査』をもとに，有
業者の平日 17 時～9 時における時間帯別の仕事
行動者率を見ると 1）（表 1），夕方以降の時間帯に
は一定割合の就業がみられる。たとえば 19 時時
点では男性有業者の 23.2％，女性有業者の 11.5％
が就業している。これらの時間帯の就業には，所
定労働時間として設定されている場合に加え，時
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間外労働による場合も含まれると考えられる。近
年では非正規雇用や自営業等で夕方以降の時間帯
に就業している者も一定数あるだろう 2）。
　非典型時間帯就労は，2010 年代初頭までは増
加傾向にあったものの，その後横ばいで推移し，
2021 年は減少傾向にある 3）。2021 年は，新型コ
ロナウイルス感染症拡大の影響があり，飲食店等
の休業や営業時間短縮等による販売・サービス職
業従事者の減少が大きく，加えて，時間外労働の
上限規制の影響もあり，管理的職業等のホワイト
カラーや生産工程等の職業の従事者も減少したと
考えられる（大石 2026）。
　厚生労働省「令和 6 年労働安全衛生調査」によ
れば，深夜勤務のある労働者の割合は 18.2％であ
る 4）。業種別では「宿泊業・飲食サービス業」

（44.9％），「医療・福祉」（30.6％），「生活関連サー
ビス業・娯楽業」（28.6％），「運輸業・郵便業」

（28.3％）で高く，職種別では「輸送・機械運転従
事者」（67.2％），「保安職業従事者・農林業従事
者」（54.7％），「介護サービス職業従事者及び保健
医療サービス職業従事者」（51.2％）などで高い。
非典型時間帯就労は特定の業種・職種に集中する
側面を持ちつつ，社会で一定規模を占めている。
同調査に基づくと，交替制勤務のある労働者の割
合は 25.4％である。交替制の労働者のうち深夜勤
務がある割合は 51.7％であり，交替制勤務は深夜
勤務を伴う場合が少なくないことが示される。
　こうした非典型時間帯就労は，労働者の健康や
家庭生活に影響を及ぼすことが既存研究で論じら
れてきた。健康への影響については，疾患の発症
に加え，喫煙，飲酒，食事，睡眠といった健康関
連行動にも着目する必要がある。健康関連行動は
将来的な疾患リスクと密接に関連する生活習慣で
ある。本研究では喫煙，飲酒，朝食欠食，および
睡眠休養感不足を広義の「不健康行動」として扱
い，非典型時間帯就労との関係を考察する。

　健康関連行動は個人の嗜好や選択に基づくもの
であると同時に，就業状況などの環境要因に規定
される側面も持つ。この点，非典型時間帯就労
は，労働時間の長短とは別に，生活の時間構造や
行動のタイミングに直接的な影響を及ぼしうる勤
務形態であり，日々の健康関連行動を形成する環
境要因の 1 つと考えられる。
　本研究の目的は，非典型時間帯就労を夕方勤
務・深夜勤務・早朝勤務に区分し，それぞれが不
健康行動とどのように異なる関連を持つかを明ら
かにすることである。

Ⅱ　関 連 研 究

　夕方・夜間勤務，交替制勤務，不規則勤務，週
末勤務などの非典型時間帯就労は，労働者の健康
や家庭生活に影響を及ぼすことが既存研究で指摘
されてきた。
　健康への影響について，レビュー研究やメタ分
析では，非典型時間帯就労が心血管疾患（Bøggild 
and Knutsson 1999；Vyas et al. 2012），肥満（Antunes 
et al. 2010），メンタルヘルス不調（Lee et al. 2017）
などの健康リスクの上昇と関連することが報告さ
れている 5）。非典型時間帯就労は，概日リズムの
乱れ，睡眠不足，生理的活性化，回復不足といっ
たメカニズムを通じて健康に影響するという包括
的モデルが提示されており（Merkus et al. 2015），
健康への影響を避けられない働き方である 6）。
　非典型時間帯就労は家庭生活にも影響を与える
ことが指摘されている。Presser（2003）は，非
典型時間帯就労が家庭生活の時間を圧迫し，夫婦
関係や子どものウェルビーイングに影響すること
を包括的に論じた 7）。Fenwick and Tausig（2001）
も，社会学的観点から，夕方・夜間勤務，土日勤
務，交替制勤務等の非典型時間帯就労による家庭
生活やディストレス等への影響を論じている。

表 1　時間帯別の仕事行動者率（有業者・平日）―男女別
（単位：％）

17 時 18 時 19 時 20 時 21 時 22 時 23 時 0 時 1 時 2 時 3 時 4 時 5 時 6 時 7 時 8 時 9 時
男性 60.7 38.7 23.2 14.2 9.1 6.0 4.4 3.2 2.9 2.6 2.7 2.9 3.7 6.4 14.7 41.6 69.3
女性 39.7 21.6 11.5  6.8 4.9 3.1 2.0 1.3 1.1 0.9 0.9 1.0 1.3 2.3  5.2 20.4 53.2
出所：総務省統計局『令和 3 年社会生活基本調査』をもとに作成（e-stat よりデータ取得）。
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White and Keith（1990）は，非典型時間帯就労
が夫婦関係満足度の低下や離婚リスクの上昇と関
連することを報告している。Craig and Powell

（2011）は，女性が夕方以降に勤務する場合，子
どもと過ごす時間が減少することを論じた。さら
に，Han and Fox（2011）は，非典型時間帯勤務
が子どもの学力形成に関わる可能性を論じてい
る。我が国においても，母親の非典型時間帯就労
が高校生の生活習慣および肥満と関連することや

（Kachi et al. 2021），母親の帰宅時刻が 19 時以降
の場合に，家族関係の質の低下を通して子どもの
内的統制感（locus of control）が低くなること

（Seki, Shoji and Yamasaki 2025）が報告されてい
る 8）。このように，非典型時間帯就労は，労働者
本人の健康への影響にとどまらず，家庭生活や子
の発達にも影響を及ぼしうる働き方と言える。
　生活・健康への影響に関して，近年は生活習慣
との関連にも関心が向けられている。喫煙，飲
酒，睡眠，食事，運動習慣などは，いずれも中長
期的な疾患リスクに関わる健康関連行動であり，
これらの行動が就業時間帯とどのように関連する
かは，労働と健康を考える上で重要なテーマであ
る。レビュー研究では，非典型時間帯就労と，食
行動，運動，喫煙，飲酒，睡眠の量・質といった
生活習慣との関係が示される（Nea et al. 2015）。ま
た，生活習慣の乱れを背景に，非典型時間帯就労
が肥満につながることも指摘される（Liu et al. 
2018）。日本の労働者を対象とした実証研究でも，
夜勤を含む交替制勤務者が日中勤務者に比べて運
動，喫煙，朝食習慣などの面で不健康な行動をと
りやすいことが示されている（Morikawa et al. 
2025）。非典型時間帯就労による食事内容・栄養
摂取や食事タイミングへの影響のエビデンスもあ
る（Morikawa et al. 2008；Nakamura et al. 2018；
Tanaka et al. 2018）。
　健康リスクを伴う生活習慣は，個人の嗜好や選
択に依存する側面がある一方で，健康格差の理論
に基づけば，社会経済的要因が健康に影響を及ぼ
すメカニズムの 1 つの経路として位置づけられる

（近藤 2022；橋本・盛山 2015）。非典型時間帯就労
は，生活リズムの乱れや時間的制約を通じて健康
関連行動に影響を及ぼしうる労働環境要因の 1 つ

と考えられる。
　もっとも，健康関連行動についての実証研究
は，非典型時間帯就労と日中勤務の二分法に基づ
くものが中心であり，就業時間帯ごとの影響を検
討した研究は限られている。そうした中で，夕方
勤務，深夜・交替制勤務，不規則勤務など非典型
時間帯就労を細分化した研究では，非典型時間帯
就労のタイプによって，睡眠や食事，喫煙，飲酒
といった健康関連行動との影響関係が異なる可能
性が示される（Winkler et al. 2018）。睡眠に関わ
る多様な指標に対して，深夜勤務の悪影響がとり
わ け 大 き い こ と（Frazier 2023；Yong, Li and 
Calvert 2017），食事習慣に深夜勤務が特に大きく
関わること（Lowden et al. 2010）も報告されてい
る。日本の実証研究でも，非典型時間帯就労，と
りわけ深夜勤務の労働者が平日・休日に適切な睡
眠時間を確保できていない傾向が示される（王ほ
か 2025）。深夜勤務以外の時間帯については，交
替制勤務の看護師を対象とした研究において，早
朝勤務（早番）が睡眠の質の低下と関連し，夕方
勤務（遅番）が朝食欠食と関連することが報告さ
れている（Sudo and Ohtsuka 2006）。先行研究を
ふまえると，深夜勤務がとりわけ大きなインパク
トをもつと考えられるものの，深夜以外の時間帯
も含め，就業時間帯と健康関連行動とが多様な関
連性をもっていることがうかがえる。
　働き方の多様化が進む現代においては，深夜勤
務のみならず，日中以外の幅広い就業時間帯に着
目する必要がある。概日リズムとの不一致や生活
様式への影響は就業時間帯によって異なる可能性
がある。本研究は，非典型時間帯就労について，
夕方勤務・深夜勤務・早朝勤務に区分して，飲
酒，喫煙，朝食欠食，睡眠休養感不足に表される
不健康行動との関連を実証的に検討し，労働時間
構造が個人の生活様式に及ぼす影響を考察する。

Ⅲ　分 析 方 法

１　デ ー タ

　分析に用いるデータは，労働政策研究・研修機
構（JILPT）が実施した JILPT 個人パネル調査
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「仕事と生活，健康に関する調査」（以下，「JILLS-i」
と記す。）第 1 回調査データである。JILLS-i は，
日本国内に居住する 35～54 歳男女を対象にサン
プルサイズ 2 万として 2023 年 1 月に第 1 回調査
が実施された。その後，半年の間隔で同一個人を
追跡するパネル調査として調査を継続している 9）。
本稿は JILLS-i 第 1 回調査データを用いて，クロ
スセクションデータとして分析する。調査対象が
中年層である点に留意が必要であるものの，就業
状況，健康，生活習慣に関する項目を豊富に含ん
でおり，分析に適するデータである。
　本稿の分析対象は正社員とし，自営業者および
非正社員は分析から除外した 10）。自営業者は就
業時間を自ら選択できる側面があり，就業時間帯
が個人の嗜好や生活様式を反映している可能性が
高い。また，パートタイム等の非正社員について
も，家庭都合等に応じて勤務時間帯を選択してい
るケースが少なくないと考えられる。本稿では，
組織によって勤務時間帯が割り当てられる正社員
の労働者を対象に，就業時間帯と健康関連行動と
の関係を検討する。分析に用いるサンプルサイズ
は 1 万 1311 である。

２　変　数

　日中の時間帯以外の勤務である非典型時間帯就
労について，本稿の分析では，夕方勤務，深夜勤
務，早朝勤務の三類型に区分する。JILLS-i では

「18 時～22 時」「22 時～5 時」「5 時～8 時」にお
ける就業頻度が尋ねられている。本研究では，そ
れぞれの時間帯の勤務が「よくある」と回答した
場合のみを当該時間帯の就労として扱った 11）。
これは，勤務シフトの定義において生活を組織す
る主要な勤務時間帯に着目すべきとする Presser

（2003）と同様の問題意識に基づくものである。
　就業時間帯の類型を構築するにあたり，時間帯
の非典型度合いの観点から，標準的な日中の生活
リズムからの乖離の大きさを考慮して分類した。
すなわち，深夜勤務は概日リズムとの不一致が最
も大きいことから，22 時～5 時の時間帯の勤務が
ある場合を「深夜勤務」類型とした。次に，深夜
勤務はないが 5 時～8 時の勤務がある場合を「早
朝勤務」類型とし，深夜勤務・早朝勤務はないが

18 時～22 時の勤務がある場合を，海外研究の
evening shift に概ね対応するものとして「夕方
勤務」類型とした 12）。そして，夕方勤務，深夜
勤務，早朝勤務のいずれもない場合を「日中勤
務」類型とした。
　労働時間は，長時間労働の有無を識別する観点
から，週実労働時間の回答をもとに「週実労働時
間 50 時間以上」の有無（ダミー変数）として用い
た。交替制勤務は，勤務時間制度の回答における

「交替制・シフト制」への該当有無をもとにした。
　不健康行動について，本研究では，喫煙，飲
酒，朝食欠食，睡眠休養感不足を取り上げる。そ
れぞれ，将来的な疾患リスクに関わる生活習慣と
言える 13）。喫煙は，調査において現在の喫煙の
有無が尋ねられており，「現在喫煙している」と
回答した者を喫煙者とした。飲酒は，週あたりの
飲酒頻度と 1 回あたりの飲酒量の回答を用い，厚
生労働省「国民健康・栄養調査」の定義に従い，

「週 3 日以上かつ 1 日 1 合以上」の飲酒を習慣的
飲酒の指標として用いた。朝食欠食は「朝食を抜
くことが週に 3 回以上ある」，睡眠休養感は「睡
眠で休養が十分とれている」の有無について，厚
生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム

（平成 30 年度版）」の標準的な質問票をもとにした
調査項目があり，その回答を用いた。その他の変
数は，調査票の回答をもとにしている 14）。

Ⅳ　分 析 結 果

１　基本統計量

　本稿の分析サンプルの特徴として，各変数の基
本統計量を就業時間帯別に示す（表 2）。就業時間
帯は，年齢，性別，配偶者有無，学歴，職種によ
る違いがあることがうかがえる。就業時間帯と健
康関連行動（喫煙，飲酒，朝食欠食，睡眠休養感）
との関係については，日中勤務の者と比べて，非
典型時間帯就労のいずれの類型でも，不健康行動
をとっている者の割合が大きい。また，就業時間
帯によって，不健康行動との関連が異なることも
うかがえる。
　さらには，日中勤務に比べて，夕方勤務，深夜
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表 2　分析サンプルの特徴―就業時間帯別

日中勤務
（n＝6,907）1）

夕方勤務
（n＝2,550）1）

深夜勤務
（n＝927）1）

早朝勤務
（n＝927）1） p-value2）

年齢 45.02（5.49）　 44.63（5.45）　 44.80（5.51）　 45.66（5.48）　 <0.001
性別 <0.001
　男性 4,348（63.0％） 1,870（73.3％） 786（84.8％） 740（79.8％）
　女性 2,559（37.0％） 680（26.7％） 141（15.2％） 187（20.2％）
配偶者有無 <0.001
　配偶者なし 3,129（45.3％） 1,098（43.1％） 394（42.5％） 351（37.9％）
　配偶者あり 3,778（54.7％） 1,452（56.9％） 533（57.5％） 576（62.1％）
最終学歴 <0.001
　非大卒 4,383（63.5％） 1,317（51.6％） 684（73.8％） 556（60.0％）
　大卒 2,524（36.5％） 1,233（48.4％） 243（26.2％） 371（40.0％）
職種 <0.001
　管理職 604　（8.7％） 338（13.3％） 43　（4.6％） 105（11.3％）
　専門職 1,353（19.6％） 621（24.4％） 128（13.8％） 174（18.8％）
　事務職 1,654（23.9％） 412（16.2％） 32　（3.5％） 111（12.0％）
　販売職 623　（9.0％） 409（16.0％） 37　（4.0％） 98（10.6％）
　サービス職 944（13.7％） 350（13.7％） 185（20.0％） 103（11.1％）
　保安職 127　（1.8％） 28　（1.1％） 85　（9.2％） 23　（2.5％）
　農林漁業職 44　（0.6％） 4　（0.2％） 3　（0.3％） 12　（1.3％）
　製造職 828（12.0％） 203　（8.0％） 178（19.2％） 68　（7.3％）
　輸送・機械運転職 249　（3.6％） 90　（3.5％） 184（19.8％） 159（17.2％）
　建設・工事職 323　（4.7％） 60　（2.4％） 18　（1.9％） 36　（3.9％）
　運搬・清掃・包装職 158　（2.3％） 35　（1.4％） 34　（3.7％） 38　（4.1％）
週実労働時間 50 時間以上 <0.001
　なし 6,246（90.4％） 1,720（67.5％） 619（66.8％） 595（64.2％）
　あり 661　（9.6％） 830（32.5％） 308（33.2％） 332（35.8％）
交替制勤務 <0.001
　なし 6,084（88.1％） 2,198（86.2％） 418（45.1％） 803（86.6％）
　あり 823（11.9％） 352（13.8％） 509（54.9％） 124（13.4％）
喫煙 <0.001
　なし 5,080（73.5％） 1,838（72.1％） 602（64.9％） 647（69.8％）
　あり 1,827（26.5％） 712（27.9％） 325（35.1％） 280（30.2％）
飲酒 <0.001
　なし 5,252（76.0％） 1,905（74.7％） 675（72.8％） 625（67.4％）
　あり 1,655（24.0％） 645（25.3％） 252（27.2％） 302（32.6％）
朝食欠食 <0.001
　なし 5,128（74.2％） 1,775（69.6％） 543（58.6％） 652（70.3％）
　あり 1,779（25.8％） 775（30.4％） 384（41.4％） 275（29.7％）
睡眠休養感 <0.001
　なし 3,619（52.4％） 1,593（62.5％） 590（63.6％） 571（61.6％）
　あり 3,288（47.6％） 957（37.5％） 337（36.4％） 356（38.4％）
注：1）Mean（SD）; n（％）
　　2）One-way analysis of means; Pearson’s Chi-squared test

勤務，早朝勤務の労働者は，週実労働時間 50 時
間以上という長時間労働の割合も大きい。日本の
文脈において非典型時間帯就労が時間外労働と密
接な関係にあることを示唆する。また，深夜勤務
の労働者においては交替制勤務の割合（54.9％）
も大きい。こうした特徴をふまえると，就業時間
帯と生活習慣との直接の関係については，長時間
労働や交替制勤務による生活習慣への影響を統制
した分析で検証する必要がある。

２　推　定

　関連変数をコントロールした上で，非典型時間
帯就労と不健康行動との関係を推定する。推定方
法は，喫煙，飲酒，朝食欠食，睡眠休養感不足

（いずれもダミー変数）を被説明変数とするロジス
ティック回帰分析である。睡眠休養感について
は，休養感が得られていない場合（睡眠休養感不
足）を 1 とするダミー変数を被説明変数として
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いる。
　主な説明変数は就業時間帯であり，「日中勤務」
を基準として「夕方勤務」「深夜勤務」「早朝勤
務」であることの影響を検証する。統計的に有意
な結果が確認された場合，それは日中勤務の者と
比べて，当該時間帯の勤務であることが不健康行
動と関連していることを意味する。分析では，就
業時間帯と密接に関わる長時間労働（週実労働時
間 50 時間以上）や交替制勤務の変数も投入し，不
健康行動との関連を検証している。
　モデルでは，非典型時間帯就労と健康行動の双
方に関連しうる社会人口学的要因として，年齢，
性別，配偶者有無，学歴，職種を統制変数として
いる。非典型時間帯就労は職種等による偏りがあ
り，また健康関連行動については職業階層による
格差の存在が知られることから，職種を統制変数
として投入することで，職業構成の違いを考慮し
た上で，非典型時間帯就労と健康関連行動の関連
を検証した。
　推定結果を表 3 に示す。表 3 には，調整済み
オッズ比（OR）および 95％信頼区間（CI）を表
示している。就業時間帯，週実労働時間 50 時間
以上，交替制勤務の結果を示しており，それ以外
の統制変数の結果は省略した。表 3 を見ると，非
典型時間帯就労はいくつかの不健康行動と関連し
ており，その関連は就業時間帯によって異なるこ
とが確認される。睡眠休養感については，日中勤

務と比べて，夕方勤務（OR＝1.46，95％ CI：1.33-
1.61）， 深 夜 勤 務（OR＝1.49，95％ CI：1.28-1.75），
早朝勤務（OR＝1.39，95％ CI：1.20-1.61）のい
ずれにおいても睡眠休養感不足のオッズ比が有意
に高かった。睡眠の量や質に関する既存研究と整
合的な結果である。長時間労働も睡眠休養感不足
と関連しており，週実労働時間 50 時間以上では
睡眠休養感不足のオッズ比が 1.49 であった。
　朝食欠食は，夕方勤務および深夜勤務で有意な
関連が確認された。日中勤務と比べて，夕方勤務
では朝食欠食のオッズ比が 1.14，深夜勤務では
1.67 であった。これらの勤務形態では帰宅時刻の
遅れに伴って就寝・起床のタイミングが遅くなる
といった生活時間構造の変化が朝食習慣の維持を
難しくしている可能性がある。週実労働時間 50
時間以上も朝食欠食と関連していた。
　飲酒については，早朝勤務において有意な関連
が確認された。日中勤務と比べて，早朝勤務では
飲酒のオッズ比が 1.28 であった。始業時刻が早
いことに伴う慢性的な睡眠不足や疲労の蓄積が，
ストレス対処行動としての飲酒に関係している可
能性（Nea et al. 2015）が考えられる。
　喫煙については，就業時間帯との有意な関連は
確認されず，長時間労働が喫煙と直接に関連して
いた。長時間労働が関係するのは既存研究の傾向

（Nea et al. 2015）と整合的である。基礎集計（表
2）で見る限り深夜勤務の労働者は日中勤務者と

表 3　非典型時間帯就労と不健康行動の関係（二項ロジスティック回帰分析）

喫煙 飲酒 朝食欠食 睡眠休養感不足
OR（95％ CI）1） OR（95％ CI）1） OR（95％ CI）1） OR（95％ CI）1）

就業時間帯
　日中勤務（ref.） ― ― ― ―
　夕方勤務 1.01（0.91-1.13） 0.99（0.88-1.11） 1.14*（1.03-1.27） 1.46***（1.33-1.61）
　深夜勤務 1.08（0.92-1.28） 0.99（0.84-1.18） 1.67***（1.42-1.95） 1.49***（1.28-1.75）
　早朝勤務 0.97（0.83-1.14） 1.28**（1.10-1.50） 1.05（0.90-1.23） 1.39***（1.20-1.61）
週実労働時間 50 時間以上
　なし（ref.） ― ― ― ―
　あり 1.15*（1.03-1.28） 0.97（0.87-1.09） 1.25***（1.12-1.39） 1.49***（1.34-1.65）
交替制勤務
　なし（ref.） ― ― ― ―
　あり 1.07（0.94-1.21） 1.06（0.93-1.21） 1.11（0.98-1.25） 1.07（0.95-1.19）
No. Obs. 11,311 11,311 11,311 11,311
AIC 12,619 12,219 13,182 15,257
注：1）*p<0.05; **p<0.01; ***p<0.001
　　　 Abbreviations: CI＝Confi dence Interval, OR＝Odds Ratio
　　2）推定では，年齢，性別，配偶者有無，最終学歴，職種を統制している。
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比べて喫煙率が高かったが，深夜勤務は特定の属
性（性別，最終学歴，職種等）に偏った分布を示し
ていることから，そうした属性における喫煙率の
高さが基礎集計の数値に反映されているものと考
えられた。
　交替制勤務については不健康行動との直接の関
連は観測されなかった。
　就業時間帯と不健康行動との関係は，長時間労
働や交替制勤務を統制した上でも確認されたこと
から，就業時間帯は，労働時間の長さや交替制勤
務とは独立して生活習慣と関連していると言え
る。こうした関連は，生活時間の圧迫，睡眠リズ
ムの攪乱，疲労への対処行動など，複数の経路に
よってもたらされている可能性がある。

Ⅴ　考　　察

　本稿は，就業時間帯に着目し，喫煙，飲酒，朝
食欠食，睡眠休養感不足に表される不健康行動と
の関連を実証的に分析した。分析の結果，非典型
時間帯就労は不健康行動と一定の関連をもち，そ
の関連の現れ方は就業時間帯によって異なること
が示された。
　具体的には，睡眠休養感不足については，夕方
勤務，深夜勤務，早朝勤務のいずれにおいても関
連が確認された。朝食欠食は，深夜勤務および夕
方勤務との関連がみられた。飲酒については早朝
勤務と関連があり，喫煙については就業時間帯と
の有意な関連はみられなかった。本研究の結果
は，非典型時間帯就労が一様に不健康行動をもた
らすのではなく，就業時間帯の特性によって生活
様式への影響が異なることを示している。
　分析の結果は，非典型時間帯就労が生活時間構
造や生理的リズムに影響を及ぼすという既存研究
の知見と整合的である。睡眠休養感については，
夕方・深夜・早朝のいずれの時間帯でも関連が確
認されており，概日リズムの不一致や睡眠タイミ
ングの変化が睡眠の量や質を阻害し，休養感の不
足につながっている可能性が考えられる。また，
朝食欠食が夕方勤務や深夜勤務で関連していたこ
とは，就寝・起床時刻の後ろ倒し等，生活時間構
造の変化によって食事行動が変化する可能性を示

唆する。一方で，飲酒行動と早朝勤務との関連
は，睡眠確保困難や疲労蓄積に対する対処行動と
して飲酒が選択されている可能性が考えられた。
　夜勤・交替制勤務者と日中勤務者を比較する二
群比較や，特定の職種を対象とした既存研究が多
い中，本研究は夕方・深夜・早朝という時間帯区
分を用いて一般労働者を対象に分析を行った点に
特徴がある。その結果，就業時間帯によって生活
習慣との関連の現れ方が異なる可能性が示され
た。分析の結果は，非典型時間帯就労を単一のカ
テゴリとして扱うのではなく，時間帯ごとの生活
時間構造の違いとして捉える必要性を示唆する。
また，不健康行動はしばしば個人の嗜好や自己管
理の問題として理解されがちであるが，本稿の結
果は，就業時間帯という労働条件が，労働者の生
活習慣の形成に関与している可能性を指し示す。
　非典型時間帯の働き方への対応について，就業
時間帯の多様化の背景にサービス化やグローバル
化といった産業社会の変化がある以上，その流れ
を抑制することは容易ではない。そうした中で労
働者の生活と健康を守るには，労働時間の長さだ
けでなく，勤務時間帯の配置や休息時間の確保に
も配慮した制度的対応が求められる。たとえば，
夜遅くまで勤務が及ぶ場合には翌日の始業時刻を
調整するなど，一定の休息時間を確保する仕組み
が重要となる。2019 年 4 月施行の働き方改革関
連法により努力義務化された勤務間インターバル
制度は，こうした観点から労働者の休息時間を確
保する制度として普及が期待される。
　日本の文脈では，非典型時間帯就労の問題は，
所定労働時間が平日・日中ではないサービス業等
の勤務だけではない。日中勤務の仕事であって
も，恒常的な残業や長い通勤時間を伴う場合は，
帰宅時刻が日常的に遅くなり，生活時間配分に影
響を及ぼすだろう。日本では標準的な労働者で
あっても帰宅時刻が遅い 15）。その意味では，所
定労働時間が夕方や深夜に設定されている勤務形
態のみならず，恒常的残業や長時間通勤といった
正社員に広く見られる働き方についても，健康や
家庭生活の観点から問い直す必要がある。
　本分析にはいくつかの限界もある。第一に，ク
ロスセクションデータを用いた分析であることか
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 1）表に示す割合は，当該時刻を含む時間帯（たとえば，17 時
の場合は 17：00～17：15）における仕事行動者率である。

 2）山本・黒田（2014）は，1990 年代から 2000 年代にかけて，
夜間のサービス需要増加を背景として，非正規雇用において夕
方 6 時頃から翌日の朝 6 時にかけての就業率が顕著に上昇し
たと指摘している。

 3）1986 年～2021 年の『社会生活基本調査』における時間帯別
就業者数の推移は，大石（2026）を参照。

 4）同調査では，勤務時間の一部でも午後 10 時～午前 5 時の時
間帯にかかる場合を「深夜勤務あり」としている。「深夜勤務
なし」は 79.4％，「不明」は 2.4％であった。なお，深夜勤務割
合の長期時系列推移については，途中で調査体系の変更があっ
たため厳密な比較は困難である。久保（2014）では，1997 年
から 2012 年にかけての深夜勤務の増加傾向が示される。近年
の推移は，「令和 2 年労働安全衛生調査」以降の統計を見る限
り，深夜勤務割合に大きな変化は見られない。

 5）疫学等の研究で用いられる「shift work」という用語には，
標準的な勤務時間以外に勤務する就労形態が包括的に含まれる

（久保 2016）。本稿では，非典型時間帯就労と同義のものとし
て扱う。

 6）過労死等の労災認定事案においても，深夜勤務，不規則勤
務・交替制勤務等の事案が多い。健康障害の背景として，時間
外労働の長さに加え，こうした就業状況が関係する可能性が示
唆される（高見 2026）。

 7）Presser（2003：14）では，ほとんどの日において勤務時間
の半分以上が 8 時～16 時の間の場合に「固定日勤（fixed 
day）」，16 時～24 時の間の場合に「固定夕勤（fixed evening）」，
0 時～8 時の間の場合に「固定夜勤（fixed night）」とし，勤務
スケジュールが日勤・夕勤・夜勤の間で定期的に変更される場
合を「交替制（rotating）」，以上に分類できない不規則な勤務
スケジュールを「勤務時間が不規則（hours vary）」とする類
型をもって，非典型時間帯就労が論じられる。

 8）近年の関連研究については，大石（2026）の整理を参照。
 9）JILLS-i の問題意識や調査設計は，労働政策研究・研修機構
（2023）第Ⅰ部および労働政策研究・研修機構（2025）序章を
参照。調査方式は，調査会社が保有する Web モニターをサン
プルとしているが，母集団分布に沿うよう，『令和 2 年国勢調
査』をもとに回収サンプルの割付がなされている。

10）ここでの正社員には「経営者・役員」のケースも含む。
11）「ときどきある」には，残業等が時折あるケースを含むと考

えられるため，本研究では生活リズムを形成する主要な勤務時
間帯に焦点を当てる観点から「よくある」のみを指標とした。

12）本研究は，5 時～8 時と 18 時～22 時の両方に就労がある場
合は，始業時刻に係る前者の時間帯の回答を優先し「早朝勤
務」として扱う。分割勤務（split shift）の場合も考えられる
が，調査データから識別は困難であり，就業時間帯の類型とし
ては扱わない。

13）睡眠休養感は，厚生労働省「健康日本 21（第三次）」におい
て，睡眠時間の確保とともに，休養・睡眠分野の目標と位置づ
けられる。睡眠休養感を低下させる要因としては，睡眠不足に
加えて，仕事による日中のストレス，就寝直前の夕食や夜食，
朝食抜きなどの食習慣の乱れ，運動習慣の不良，慢性疾患など
との関連が指摘され，生活習慣との関連が重要視される（健康
づくりのための睡眠指針の改訂に関する検討会 2024）。

14）職種については，調査回答をもとに，「研究・技術の職業」
「法務・経営・文化芸術等の専門的職業」「医療・看護・保健の
職業」「保育・教育の職業」は専門職として，「福祉・介護の職
業」「サービスの職業」はサービス職として，統合して用いた。

15）総務省統計局『令和 3 年社会生活基本調査』によると，正
社員の平均帰宅時刻（平日）は，男性 19：29，女性 18：57 で
ある。
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